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1 

 

はじめに 

平成７年１月の阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて、「建築物の耐震改修の促進に関す

る法律（以下「法」という。）」が制定されました。 

 その後、中央防災会議で決定された建築物の耐震化緊急対策方針（平成１７年９月） 

において、建築物の耐震化については、全国的に取り組むべき「社会全体の国家的な緊

急課題」とされ、緊急かつ最優先に取り組むべきものとして位置づけられました。これ

を受け市では、平成１８年に「鎌ケ谷市耐震改修等促進計画」を策定し、平成１９年３

月には千葉県耐震改修促進計画が策定されたため、本市も平成２０年４月に法や千葉県

耐震改修促進計画等に基づき、新たに「鎌ケ谷市耐震改修促進計画」（以下「旧計画」と

いう。）を改定しました。 

その後、平成２３年３月には、市内で最大震度５弱を観測する強い揺れが生じた東日

本大震災が発生し、南海トラフの海溝型巨大地震等の発生の切迫性が指摘されるなどの

背景から、平成２５年１１月に法改正がなされました。これらをもとに千葉県耐震改修

促進計画が平成２８年１月に改定されたことから、鎌ケ谷市においても平成２９年１月

に旧計画を改定し、既存建築物の耐震診断や耐震改修など、耐震化施策を総合的に進め

てきたところです。 

近年においては、平成２８年４月の熊本地震、平成３０年９月の北海道胆振東部地震

などが発生し、特に平成３０年６月の大阪府北部を震源とする地震においては、塀に被

害が発生するなど、大地震はいつどこで発生してもおかしくない状況にあるとの認識が

広がっています。 
さらに、南海トラフ地震防災対策推進基本計画（平成２６年３月）や首都直下地震緊

急対策推進基本計画（平成２７年３月）が決定され、特に切迫性の高い地震については

発生までの時間が限られていることから、効果的かつ効率的に建築物の耐震改修等を実

施することが求められています。 

このような背景のもと、平成３１年１月に政令が改正され、都道府県耐震改修促進計

画の速やかな改定が求められ、令和３年３月に千葉県耐震改修促進計画が改定され、同

じく令和３年３月には災害に強いまちづくりを推進するため「鎌ケ谷市国土強靭化地域

計画」を策定し、鎌ケ谷市における国土強靭化に係る住宅の耐震化の推進等に関する指

針が定められたところです。この様に、市においても、千葉県耐震改修促進計画の改定

等に基づき、新たな耐震化の目標等を設定する必要があることから、「鎌ケ谷市耐震改修

促進計画」（以下「本計画」という。）を改定することとしました。 

住宅・建築物の耐震化の促進のためには、まず住宅・建築物の所有者等が、地域防災

対策を自らの問題、地域の問題として意識して取り組むことが不可欠なことです。 

また、耐震化の促進は、市単独で解決できない大きな課題であることから、本計画を

定め、国・県及び市民・地元建築関係団体等と連携・協働を図り、計画的かつ総合的

に進めることにより、本市における建築物の耐震化を促進し、被害の軽減を図り、市

民の安全・安心の実現と災害に強いまちづくりを目指していきます。 
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「建築物の耐震改修の促進に関する法律」をめぐる最近の動き 

 

 
 

 

※計画内で用語解説が必要な文言については、文言の後ろに（＊）を付記し、その解

説を 25 項、26 項の「用語集」に列記しています。 

 

平成７年１月
阪神淡路大震災

平成２３年３月
東日本大震災

平成２８年４月
熊本地震

平成３０年６月
大阪北部地震

平成３０年９月
北海道胆振東部地震

平成７年１０月
法の制定

平成１７年９月
「建築物の耐震化緊急対策方針」の決定

平成１８年９月
「鎌ケ谷市耐震改修促進計画」の策定

平成１９年３月
「千葉県耐震改修促進計画」の策定

平成２０年４月
「鎌ケ谷市耐震改修促進計画」の改定

平成２５年１１月
法の改正

平成２６年３月
「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の

決定

平成２７年３月
「首都直下地震緊急対策基本計画」の決定

平成２８年１月
「千葉県耐震改修促進計画」の改定

平成２９年１月
「鎌ケ谷市耐震改修促進計画」の改定

平成３１年１月
政令の改正

令和３年３月
「鎌ケ谷市国土強靭化地域計画」の策定
「千葉県耐震改修促進計画」の改定

主な地震 国・千葉県・鎌ケ谷市の動き

※赤字：国 緑字：千葉県 青字：鎌ケ谷市
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第 1 計画策定の趣旨 

本計画は、法第６条の規定に基づき策定するもので、法第４条の規定により定められ

た「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」（以下「基本方針」

という。）及び千葉県耐震改修促進計画に基づき、令和７年度を目標に、住宅及び多数の

者が利用する建築物の耐震化を促進するための方針、耐震化率の目標値の設定、目標値

を達成するための施策等を定めるものです。 

市は、本計画に基づき県と相互に連携を図りながら、耐震化を促進するための施策を

総合的に推進し、市民等に耐震診断及び耐震改修等の必要性に関する啓発、知識の普及

及び情報提供を積極的に行い、耐震化に関する意識の醸成と建築物の安全性の向上を図

り、地震による建築物の被害を最小限に留め、市民等の安全の確保を目指していくこと

とします。 

なお、本計画において定めた耐震化率の目標値等については、一定期間ごとに検証を

行うとともに、本市を取り巻く社会経済状況の変化を踏まえ、所要の見直しを行うもの

とします。 

 

 
図-１ 鎌ケ谷市耐震改修促進計画の位置付け 

※建築物の耐震改修の促進に関する法律（抜粋） 

（基本方針） 

第四条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針

（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２～３ 略 

（市町村耐震改修促進計画） 

第六条 市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐

震診断及び耐震改修の促進を図るための計画（以下「市町村耐震改修促進計画」とい

う。）を定めるよう努めるものとする。 

２～５ 略  

国の地震防災戦略

建築物の耐震改修の促進に関する法律

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を
図るための基本的な方針

市が目指す将来の姿（都市像）

鎌ケ谷市総合基本計画

千葉県耐震改修促進計画 鎌ケ谷市国土強靭化地域計画

鎌ケ谷市耐震改修促進計画 鎌ケ谷市
地域防災計画

整合
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第２ 耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

１ 想定される地震規模、被害の状況 

本計画では、「鎌ケ谷市地域防災計画（平成２９年８月）」で予測された、市域におけ

る被害が最大となる「東京湾北部地震が鎌ケ谷市直下の場合の地震（Ｍ７．３）」を想定

しました。 

※Ｍ：マグニチュード 

（１） 想定される地震の規模等 

東京湾北部地震の震源が本市直下の場合の地震（Ｍ７．３）は、東京湾北部地震の

震源をフィリピン海プレートに沿って本市直下に移動させた場合の地震です。 

表-１ 想定地震の震源 

震源位置 震源深さ 傾斜角 
マグニチュード

（Ｍ） 
備考 

鎌ケ谷市直下 ２７ｋｍ 
２３° 

（北傾斜の断層） 
７．３ 

東京湾北部地震の震源が鎌ケ谷市直

下に位置することを想定した地震 

 

（２） 被害の特徴 

  ア 地震動 

    市域は、ほぼ震度６弱と予測され

ますが、市南部の一部の地域では震

度６強が予測されています。 

 

 

  

 

イ 液状化 

   本市は、ローム台地上に位置してい

るため、液状化現象が発生する可能性

が高い地域は少ないが、小河川沿いや

一部の低地で液状化現象が発生する

可能性があると予測されています。 

   

       図-２ 震度分布          図-３ 液状化危険度分布 

 

 

 

 

 

 



   鎌ケ谷市耐震改修促進計画 

5 

 

ウ 急傾斜地 

   市内の急傾斜地崩壊危険箇所を対

象に、急傾斜地崩壊危険度の判定を行

っています。市内のほとんどの急傾斜

地崩壊危険箇所で、危険度が高いと予

測されています。 

 

 

 
図-４ 急傾斜地崩壊危険度ランク 

（３） 被害の概要 

ア 建物被害 

市の中央部や南東部、北西部で被害が大きくなると予測されています。 

表-２ 建物被害予測結果 

被害の要因 
全 壊（棟） 半 壊（棟） 

木 造 非木造 合計（率） 木 造 非木造 合計（率） 

揺れ 251 18 269 (0.8％) 2,243 95 2,338 (7.1％) 

液状化 1 0 1 (0.0％) 1 1 2 (0.0％) 

急傾斜地崩壊 0 0 0 (0.0％) 0 0 0 (0.0％) 

合  計 252 18 270 (0.8％) 2,244 96 2,340 (7.1％) 

イ 地震火災 

冬１８時では、火気を多く利用している時間帯であることから、他の結果より

も出火件数及び焼失棟数が大きくなると想定されます。特に、市の中央部や南東

部で、火災による被害が大きくなると予測されています。 

表-３ 地震火災による建物被害予測結果 

季節・時間帯 出火件数 焼失棟数 焼失率 

冬 5 時 1.07 20.59 0.06％ 

夏 12 時 1.43 27.07 0.08％ 

冬 18 時 4.89 583.49 1.67％ 

 

 

I-0249 下西山 道野辺下西山 平成11年5月20日 12 6強 A
I-0250 北下1 道野辺北下 平成11年5月13日 18 6弱 A
I-0252 囃子水1 道野辺囃子水 平成11年5月20日 15 6弱 A
I-0253 囃子水3 道野辺囃子水 平成11年5月13日 14 6弱 A
I-2024 上新山 東道野辺7丁目 平成11年5月20日 18 6弱 A
I-2026 北下2 道野辺北下 平成11年5月20日 11 6弱 B
I-2027 葉貫台 東道野辺3丁目 平成11年5月20日 11 6強 A

震度 危険度ランク箇所名 調査年月日
箇所番号
（県）

所在地
危険度判定
基準の点数
合計
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表-４ ライフライン被害予測結果 

 

   

ウ 人的被害 

冬５時及び夏１２時の死者は、建物被害によるものが大半を占めており、冬１８

時では、建物被害及び地震火災によるものが大きいと予測されています。また、負

傷者については、建物被害によるものだけでなく、屋内収容物の転倒等によるもの、

また、冬１８時では地震火災やブロック塀等の倒壊によるものも発生すると予測さ

れています。 

表-５ 人的被害予測結果 

被害の要因 
死者数 負傷者数 重傷者数※ 

冬5時 夏12時 冬18時 冬5時 夏12時 冬18時 冬5時 夏12時 冬18時 

建物被害 17 13 14 462 344 376 27 20 22 

 屋内収容物の転倒等 (4) (2) (3) (89) (53) (59) (17) (10) (11) 

急傾斜地崩壊 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

地震火災 1 1 18 1 1 28 0 0 8 

ブロック塀等倒壊 0 0 1 0 4 21 0 1 8 

屋外落下物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合  計 18 14 33 463 349 425 27 21 38 

  ※重傷者数は、負傷者数の内数 

  ※屋内収容物の転倒等は、建物被害の内数 

 

※図-２～４及び表-１～５は「鎌ケ谷市地域防災計画」より抜粋 

  

被害予測結果 復旧日数

被害数71件（被害率23.8％）、断水世帯29,170世帯 11日

被害延⾧6.6ｋｍ（被害率3.7％）、機能支障人口2.285人 11日

冬5時 停電回数812件（停電率1.7％）、電柱被害数30本（被害率0.3％） 5日

夏12時 停電回数832件（停電率1.7％）、電柱被害数32本（被害率0.3％） 5日

冬18時 停電回数1,488件（停電率3.1％）、電柱被害数217本（被害率2.0％） 5日

冬5時 不通回線数23件（不通回線率0.1％） 1日

夏12時 不通回線数30件（不通回線率0.2％） 1日

冬18時 不通回線数258件（不通回線率1.6％） 1日

都市ガス 供給停止戸数22,978戸（供給停止率75.1％） 22日

LPガス 供給支障世帯数101世帯 1日

ガ

ス

電

力

通

信
（

電

話
）

被害の要因

上水道

下水道
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２ 耐震化の現状 

（１） 住宅 

令和２年１月における建築物のうち、本市における住宅総数（併用住宅含む）は、

32,445 棟（木造戸建住宅：27,784 棟、共同住宅その他の住宅：4,661 棟）です。その

うち昭和５６年以前に建築された建築物は、9,165 棟です。 

令和２年度に実施した住宅の耐震化率調査から、耐震性を有する既存建築物の推計

値を加味した住宅全体の耐震化率は、78.07％（木造戸建住宅：74.94％、共同住宅そ

の他の住宅：96.76％（※1））です。 

※1：4,510(491+200+3+2,174+1,639+3)棟／4,661(32,445-27,784)棟 

 

表-６ 住宅の耐震化率(令和２年 1月時点)(単位:棟,％) 

※木造戸建住宅を除く耐震化率は、総務省平成 30 年住宅・土地統計調査を基にした

推計値です。 

 

 

 

 

 

 

 構 造 
全棟数 

 
A 

S57 以後 
 
B 

S56 年以前 
 

耐震化率
※ 

 耐震性有 耐震性無  

C=D+E 推計 D 推計 E (B+D)/A 

民
間
建
築
物 

戸建住宅 
(併用住宅含む) 

木 造 27,784 19,464 8,320 1,357 6,963 74.94% 

非木造 2,798 2,174 624 491 133 95.25% 

小 計 30,582 21,638 8,944 1,848 7,096 76.80% 

共同住宅等 
(長屋‣寄宿舎含む) 

木 造 900 794 106 97 9 99.03% 

非木造 957 845 112 103 9 99.04% 

小 計 1,857 1,639 218 200 18 99.04% 

市
有
建
築
物 

戸建住宅 
(併用住宅含む) 

木 造 0 0 0 0 0 0% 

非木造 0 0 0 0 0 0% 

小 計 0 0 0 0 0 0% 

共同住宅等 
(長屋‣寄宿舎含む) 

木 造 0 0 0 0 0 0% 

非木造 6 3 3 3 0 100% 

小 計 6 3 3 3 0 100% 

住宅の合計 

木 造 28,684 20,258 8,426 1,454 6,972 75.69% 

非木造 3,761 3,022 739 597 142 96.22% 

小 計 32,445 23,280 9,165 2,051 7,114 78.07% 
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（２） 耐震診断義務付け対象建築物（＊） 

  千葉県により令和２年度における耐震診断結果が公表された鎌ケ谷市内の耐震診

断義務付け対象建築物の棟数は１２棟あり、耐震化率は１００％となっています。 

 

※耐震診断義務付け対象建築物（＊）：本計画における耐震診断義務付け対象建築物と

は、要緊急安全確認大規模建築物（＊）（別添資料１参照）と要安全確認計画記載建築

物（＊）（鎌ケ谷市庁舎）とします。 

（３） 特定建築物 

令和２年１月における特定建築物の棟数は、市有建築物 50 棟、民間建築物が 174 棟

で、併せて 224 棟です。 

そのうち昭和５６年以前に建築された建築物は、市有建築物が 36 棟(全棟が耐震性

を保有するもの又は耐震化済)、民間建築物が 22 棟で、合わせて 58 棟です。 

耐震化されている特定建築物の推計値は 215 棟であり、特定建築物の全体の耐震化

率は 95.98％(*1)で、市有建築物では 100％(*2)です。 

*1：215(14+152+36+13)棟／224(50+174)棟 

*2：50（14+36）棟／50 棟 

 

※特定建築物（＊）：本計画における特定建築物とは、法第１４条第１号に掲げる学校、

劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホーム等の多数の者が利用す

る建築物と同条第２号に掲げる危険物の貯蔵場及び処理場の用途に供する建築物と

します。（別添資料２参照） 

 

表-７ 特定建築物の耐震化の現状(令和２年 1月時点)(単位:棟,%) 

区 分 
総 数 

A 

S57 年以後 

B 

S56 年以前 耐震化率 

※ 

(B+D)/A 
C=D+E 

耐震性有 

推計 D 

耐震性無 

推計 E 

特定建築物 224 166 58 49 9 95.98％ 

 市有建築物 50 14 36 36 0 100％ 

 民間建築物 174 152 22 13 9 94.83％ 

※特定建築物のうち、民間建築物の耐震化率は、国の推計方法に基づいた推計値で

す。 
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３ 耐震化の目標の設定 

平成２０年４月に策定した旧計画では平成２７年度に向けた目標を、平成２９年１月

に策定した計画では令和２年度に向けた目標を設定しました。 

令和〇年〇月の改定にあたっては、基本方針、首都直下地震緊急推進基本計画、千葉

県耐震改修促進計画、鎌ケ谷市国土強靭化地域計画等を踏まえ、令和７年度を目標年度

とした耐震化率の目標を新たに設定します。 

（１） 住宅 

  住宅の耐震化率の目標は、令和７年度に９５％とします。 

（２） 市有建築物 

庁舎、公民館、学校等の市有建築物については、災害時において庁舎では災害対策

本部が設置され、被害情報収集や災害対策指示等が行われ、公民館等では負傷者の治

療が、学校は避難所等として活用されるなど、多くの市有建築物が応急活動の拠点と

して活用されることになります。 

このため、利用者の安全確保だけでなく、災害時の活動拠点施設としての機能を確

保する上で、市有建築物の耐震性が求められることから、耐震化の整備方針、整備目

標等を定めるとともに、整備プログラムの策定を行い、計画的で重点的な耐震化の促

進に積極的に取り組んできました。その結果、平成２９年６月に市庁舎の免震構造へ

の改修工事が完了し、市有建築物の耐震化率は１００％となりました 

 

  
    写真-１ 免震ゴム（市庁舎）    写真-２ オイルダンパー（市庁舎） 

  

 

４ 公共建築物の耐震化の情報開示 

 市は、主要な市有建築物について、耐震診断及び耐震改修の実施状況についての情報

（施設名称、耐震診断の有無、実施時期、実施結果、構造耐震指標値(IS 値) （＊）等）を

公表するものとします。 

（http://www.city.kamagaya.chiba.jp/anzen_anshin/bousai/index.html） 
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第３ 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

 

１ 耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組方針 

（１） 建築物の所有者の役割 

住宅、多数の者が利用する建築物及び空き家の所有者等は、自己の責任で自らの建

築物の地震に対する安全性を確保することが原則です。 

また、住宅及び多数の者が利用する建築物の所有者等は自らが率先して耐震診断を

実施し、必要に応じて耐震改修を行うとともに、エレベーターの閉じ込め防止対策や

天井等の脱落防止対策など安全対策を講じることが必要です。 

 

（２） 市の役割 

市は、基本方針及び本計画に基づき、市有建築物については、耐震化率１００％を

達成した後も、エレベーターの閉じ込め防止対策や天井等の脱落防止対策などの安全

対策を講じるよう努めることとします。また、県や建築関係団体と連携を図り、耐震

関係規定に適合しない住宅及び特定建築物の所有者等に対する啓発、知識の普及及び

情報提供を行い、民間建築物の耐震診断及び耐震改修等の促進を図るものとします。 

市は、昭和５６年以前に建築された住宅で約７６％（※）を占める木造戸建住宅の

耐震化を促進することが重要と考えることから、この木造戸建住宅所有者が行う耐震

診断を含む耐震改修に対し、必要な施策を講ずるものとします。 

※７６％＝Ａ/Ｂ  Ａ：耐震性の無い木造戸建住宅推計棟数   6,963 棟 

Ｂ：既存住宅棟数                  9,165 棟 

 

２ 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策の概要 

市は、昭和５６年以前に建築された建築物の中でも耐震化の優先度が高い木造戸建住

宅等の所有者の不安解消を図るため、地元建築関係団体の協力のもと、木造戸建住宅等

の無料耐震相談事業の実施や、耐震診断及び耐震改修に際して、国や県の補助制度を活

用し、鎌ケ谷市木造住宅耐震改修促進事業補助金交付事業などの支援措置を講ずるもの

とします。 

また、昭和５６年以前に建築された建築物で、特に多数の者が利用する建築物及び  

第３ ６（３）による緊急輸送道路（＊）沿いの建築物の耐震化については、県や建築関係

団体と連携を図り、所有者等に対する啓発、知識の普及及び情報提供を行い、耐震診断

及び耐震改修の促進を図るものとします。 

さらに今後市は、第３ ６（３）による緊急輸送道路や避難路を閉塞する恐れのない

建築物について、耐震シェルター（＊）等の設置に対し、支援策の整備に努めるものとし

ます。 

 

３ 安心して耐震改修できる環境の整備 

市は、建築士等を対象とした耐震診断及び耐震改修の技術の普及並びに技術者の養成

を目的とする県で開催する講習会等についての情報提供をおこない、地元建築関係団体
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の指導育成を図るものとします。 

また、地元建築関係団体との連携を図り、既存建築物の所有者に対して相談窓口に関

する情報提供の充実や、耐震改修に関する各種情報の提供を行い、既存建築物の所有者

が安心して耐震診断や耐震改修が出来る環境の整備に努めるものとします。 

 

４ 地震時の建築物の安全対策に関する事業 

（１） 各種落下物対策 

地震発生時において建築物全体の倒壊だけでなく、付属する看板や外壁、ガラス等

が落下し、通行人に被害を与えることがあります。 

このような被害を防止するため、市は県と連携し、建築基準法による定期報告等の

機会を捉えて、建築物において危険がある部分について、落下防止対策の実施を促す

ものとし、特に通行人が多い場所の建築物で落下のおそれのある部分がある場合は、

所有者等に早急に是正等の対応を行うよう指導を行うものとします。また、建築物防

災週間等の際に、建築物の所有者等に点検、改善を促すものとします。 

 

（２） 天井等の脱落対策 

東日本大震災では、体育館、劇場、商業施設、工場等の大規模空間を有する建築物

の天井について、比較的新しい建築物も含めて脱落する被害が生じました。こうした

状況を踏まえて、建築基準法施行令第３９条第３項において特定天井の構造が規定さ

れ、平成２５年国土交通省告示第７７１号において新たに天井脱落対策の基準が定め

られました。このような被害を防止するため、市は、県と連携し建築基準法による定

期報告（＊）等の機会を捉えて、建築物の特定天井の脱落や配管等の設備の落下の危険が

ある部分について、その防止対策をするよう促すものとします。 

 

（３） ブロック塀対策の推進 

地震時において、補強がされていないコンクリートブロック塀等は倒壊しやすく、

通行人に危害を与えることや、道路を塞ぐことがあります。 

市は、県と連携しパンフレットの配布等を通じて知識の普及に努め、危険なブロッ

ク塀の撤去、改善の指導を行います。 

  また、地震時におけるブロック塀等の倒壊による被害を防止するため、道路に面し

地震で倒壊する恐れのある危険なブロック塀等の除却工事に対する助成を行うこと

とし、特に以下の道路は地震災害時に避難上重要となることから、「避難路」として位

置付け、重点的にブロック塀の倒壊防止の促進を図ります。 

 

【避難路】 

  ア 鎌ケ谷市地域防災計画で定める緊急輸送道路 

  イ 鎌ケ谷市教育委員会が指定する通学路 

  ウ 建築物等から避難場所等までの避難経路であって、次の各号のいずれかに該当

する道路等 

   （ア） 道路法による道路 
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   （イ） 建築基準法第４２条第１項及び第２項による道路 

   （ウ） 建築基準法施行規則第１０条の３第１項及び第４項による道又は通路 

 

（４） エレベーター及びエスカレーターの安全対策 

建築物の高層化が進む中で、震災時においてエレベーターが緊急停止し、内部に長

時間閉じ込められることや、エスカレーターが脱落するなどの事態が問題となってい

ます。エレベーターやエスカレーターには、建築基準法による報告が義務付けられて

おり、特定行政庁においては、エレベーターやエスカレーターの設備に関する報告等

の機会を捉えて、建築物の所有者等に対し、安全対策を講ずるよう指導するものとさ

れており、市は連携協力していくものとします。 

 

（５） 空き家対策 

適正に維持管理がされず、耐震化されていない空き家は、地震時において、道路や

周囲の建築物に影響を及ぼす恐れがあります。このため、市は、昭和５６年以前に建

築された空き家の所有者等に対し、適正に維持管理等が行われるよう啓発し、空き家

の耐震化が促進されるよう支援策の構築に努めるものとします。 

 

５ 優先的に耐震化に着手すべき建築物の設定 

市は、法第４条の規定により定められた基本方針に沿って、住宅及び多数の者が利用

する建築物の耐震化を優先的に行うものとしますが、住宅については、特に昭和５６年

以前に建築された木造戸建住宅の耐震化の促進を優先するものとします。 

 

６ 優先的に耐震化すべき区域の設定 

（１） 取組方針 

優先的に耐震化すべき区域の設定については、本市の状況から、小河川沿いや一部

の低地で液状化現象が発生する可能性があり、液状化が予測される地域や既存木造建

築物の比率が高い地域などが考えられますが、特に既存木造建築物が密集し、災害時

において建築物の倒壊等により道路閉塞され、避難に支障を生じる可能性が高い地域

及び避難所までの確実な避難のための経路に接する区域等を優先して耐震化を図って

いくものとします。なお、重点区域の設定等については、耐震化の状況等を一定期間

ごとに検証し、所要の見直しを行うものとします。 

 

（２） 重点区域（＊）に対する施策 

市は、昭和５６年以前に建築された木造建築物が密集している市街地で、特に震災

により大きな被害が想定される区域を重点区域に設定します。当該区域内に存する昭

和５６年以前に建築された木造戸建住宅等の耐震化を優先的に図っていくものとし、

個別耐震相談や鎌ケ谷市木造住宅耐震改修促進事業補助金交付事業の拡充に引き続き

努めるものとします。 
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ア 区域の設定基準 

密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律等、他の防災対策制度の

活用等を考慮しつつ、重点区域の設定基準を定めることとします。具体的には、次

の①又は②に該当する区域と旧計画の区域を重点区域に設定するものとします。 

① 次の表のすべての条件に該当する区域 

区    分 基  準 

建 物 絶 対 量         

建 物 密 度         

老 朽 度         

火災の延焼危険度 

抽 出 単 位         

：木造建物棟数 

：木造建物密度※1 

：昭和 56年以前の木造建物棟数比率※2 

：不燃領域率※3 

：町丁目単位 

50 棟以上 

30 棟／ha 以上 

50％以上 

50％以下 

 

※１木造建物密度＝木造建物棟数÷地区面積 

※２昭和５６年以前の木造建物棟数比率＝昭和５６年以前の木造建物棟数÷木造建物棟数 

※３不燃領域率＝1.189-0.604×（木造建物棟数÷全建物棟数）-0.00713×木造建物棟数密度（グロス）※4 

「重点密集市街地の整備」国土交通省住宅局市街地建築課市街地整備室より 

※４ 木造建物棟数密度（グロス）＝木造建物棟数÷地区面積 

（地区面積は、道路や公園等を含む地区の総面積） 

   ② 昭和５６年以前の木造建築物が密集する箇所を含む区域 

イ 対象区域の設定 

次の区域を重点区域として設定するものとします。（別添資料３参照） 

① アの基準に該当する区域 

・南初富一丁目 ・南初富三丁目 ・くぬぎ山一丁目 ・鎌ケ谷二丁目 ・東初富三丁目 

・南初富二丁目 ・中央二丁目 ・東中沢四丁目 ・鎌ケ谷九丁目 ・南鎌ケ谷一丁目 

② 旧計画で設定した区域 

・丸山一丁目 ・道野辺中央一丁目 ・富岡二丁目 ・くぬぎ山二丁目 ・東道野辺六丁目 

・南初富四丁目 ・道野辺中央三丁目 ・東初富五丁目 ・くぬぎ山三丁目 ・東道野辺七丁目 

 

（３） 沿道の建築物の耐震化を図ることが必要な道路 

鎌ケ谷市地域防災計画では、市内の被災地に救援物資や応急対策活動要員の輸送体

系を確保するため、緊急輸送道路を指定しています。本計画では、地震による建築物

の倒壊等により緊急時の通行障害が生じないよう鎌ケ谷市地域防災計画における緊急

輸送道路を法第６条第３項第二号に規定する建築物の耐震化を図ることが必要な道路

とし、これらの道路の沿道の建築物（施行令第４条第１項一号及び二号に規定される

通行障害建築物）について千葉県と連携して耐震化を促進していきます。また、緊急

輸送道路に通じる避難路について実態把握に努め、これらを閉塞する恐れのある住宅・

建築物について、耐震診断及び耐震改修の促進を図るものとします。 

ア 対象となる道路 

国道 ４６４号 

 

県道   ８号（主要地方道船橋我孫子線） 

５７号（主要地方道千葉鎌ケ谷松戸線） 
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イ 対象建築物 

緊急輸送道路沿いの建築物の耐震化を図ることが必要な昭和５６年以前に建築 

された建築物※の棟数 

■対象建築物             (棟) 

 市有建築物 民間建築物 計 

緊急輸送道路に面する対象建築物 0 27 27 

 

※緊急輸送道路沿いの建築物の耐震化を図ることが必要な昭和５６年以前に建築 

された建築物とは下図に該当する建築物をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 対象ブロック塀等 

緊急輸送道路沿いで、地震により倒壊した場合において、道路の通行を妨げ、多 

数の者の円滑化避難に支障がある組積造の塀（＊）※ 

※建築物に付属する組積造の塀で、その前面道路に面する部分の長さが２５ｍを

超えるもの 

 
 
※建築物の耐震改修の促進に関する法律（抜粋） 

（市町村耐震改修促進計画） 
第六条 市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐

震診断及び耐震改修の促進を図るための計画（以下「市町村耐震改修促進計画」とい
う。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村耐震改修促進計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 
 一 略 
 二 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関す

る事項 
 三～五 略 
３ 市町村は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事
項を記載することができる。 

 一 略 
 二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通

過道路等を除く。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困
難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築
物の耐震診断及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既
存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項 

４～５ 略 
 

道路中心からの距
離の1/2.5の高さ

道路中心 2.5
1θ

θ
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※建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（抜粋） 
（通行障害建築物の要件） 

 第四条 法第五条第三項第二号の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。 
一 そのいずれかの部分の高さが、当該部分から前面道路の境界線までの水平距離に、次の

イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める距離（これによるこ
とが不適当である場合として国土交通省令で定める場合においては、当該前面道路の幅員
が十二メートル以下のときは六メートルを超える範囲において、当該前面道路の幅員が十
二メートルを超えるときは六メートル以上の範囲において、国土交通省令で定める距離）
を加えた数値を超える建築物（次号に掲げるものを除く。） 
イ 当該前面道路の幅員が十二メートル以下の場合 六メートル 
ロ 当該前面道路の幅員が十二メートルを超える場合 当該前面道路の幅員の二分の一
に相当する距離 

二 その前面道路に面する部分の長さが二十五メートル（これによることが不適当である場 
合として国土交通省令で定める場合においては、八メートル以上二十五メートル未満の範
囲において国土交通省令で定める長さ）を超え、かつ、その前面道路に面する部分のいず
れかの高さが、当該部分から当該前面道路の境界線までの水平距離に当該前面道路の幅員
の二分の一に相当する距離（これによることが不適当である場合として国土交通省令で定
める場合においては、二メートル以上の範囲において国土交通省令で定める距離）を加え
た数値を二・五で除して得た数値を超える組積造の塀であって、建物（土地に定着する工
作物のうち屋根及び柱又は壁を有するもの（これに類する構造のものを含む。）をいう。）
に附属するもの 

 

７ 鎌ケ谷市住宅耐震化緊急促進アクションプログラムの作成・公表 

 本計画で定めた目標の達成に向け、耐震化を促進する取り組みを規定した鎌ケ谷市住

宅耐震化緊急促進アクションプログラム（以下「アクションプログラム」という。）を作

成し、公表します。また、アクションプログラムに位置づけた内容の実施状況について、

毎年度検証を行い、必要に応じて取り組みの見直しを図ります。 

 

８ 地震に伴う崖崩れ等による建築物の被害の軽減対策 

大規模地震等の発生に伴う崖崩れ等により、崖付近の建築物は著しい被害を受ける可

能性があることから、土砂災害の恐れのある危険な箇所等における住宅の宅地等に対し、

必要な対策や支援等を推進します。 
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第４ 啓発及び知識の普及に関する事項 

 

１ 地震ハザードマップの作成・公表 

鎌ケ谷市は平成２４年度に「鎌ケ谷市防災基礎調査」を実施し、「地区別防災カルテ（ハ

ザードマップ）」にて地震被害の想定をホームページにて情報を提供するものとします。 

詳細については、下記をご参照ください。 

（http://www.city.kamagaya.chiba.jp/anzen_anshin/bousai/saigai/h261222chikubetsu-.html） 

 

２ 建築物の液状化対策 

 鎌ケ谷市は、ローム台地上に位置しているため、液状化現象が発生する可能性が高い

地域は少ないですが、小河川沿いや一部の低地で液状化現象が発生する可能性があると

予測されております。「地区別防災カルテ（ハザードマップ）」にて液状化危険性分布図

をホームページにて情報を提供するものとし、建築物の所有者等の意識啓発を図ります。 

 

３ 相談体制の整備及び情報提供の充実 

（１） 耐震相談窓口の設置 

市は、県と連携しパンフレットの作成・配布や講習会、無料の耐震相談会の実施、

その他の機会を通じて建築物の所有者等に対して、法の周知や助成制度の内容手続き

の紹介など、耐震性向上に関する啓発及び知識の普及に努めるものとします。 

また、広報紙、ホームページ等を通じて周知していくものとします。 

さらに、市は建築物の所有者等に対して耐震診断及び耐震改修等の実施に関する必

要な情報提供を行うため、耐震相談窓口を設置していくものとします。 

地元建築関係団体は、専門的な知識や個別具体的な内容について、相談を受け付け

るとともに、相談者に対して耐震診断及び耐震改修等を行う技術者を紹介するため耐

震相談窓口を設置するものとします。 

 

ア 設置場所 

・鎌ケ谷市建築住宅課 

・県建築指導課 

・県柏土木事務所 

・住まい情報プラザ 

・(公社)千葉県建築士事務所協会 

・(一社)千葉県建築士会 

・(一社)日本建築構造技術者協会関東甲信越支部 JSCA 千葉 

・(一社)千葉県設備設計事務所協会 

・(一社)日本建築学会関東支部千葉支所 
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イ 相談内容 

（ア） 県、市 

・耐震診断及び耐震改修等の仕組み 

・法に関する説明 

・耐震診断及び耐震改修等に係る助成制度等の説明 

・耐震診断及び耐震改修等の標準的な費用等 

（イ） 住まい情報プラザ 

・耐震診断及び耐震改修等の相談先の案内 

・耐震診断及び耐震改修等に係る助成制度等の案内等 

（ウ） (公社)千葉県建築士事務所協会、(一社)千葉県建築士会、(公社)日本建 

築家協会関東甲信越支部千葉地域会、(一社)日本建築構造技術者協会関東 

甲信越支部 JSCA 千葉、(一社)千葉県設備設計事務所協会、(一社)日本建築 

学会関東支部千葉支所 

・耐震診断及び耐震改修等の技術的内容に関する相談 

・具体的事例に基づく耐震診断及び耐震改修等の費用 

・耐震診断及び耐震改修等を行う技術者の紹介等 

 

（２） 防災査察等の活用 

市は、県と連携し防災査察等の機会を活用して、特定建築物の所有者等に対し、耐

震診断及び耐震改修等に関する必要な情報提供を行うとともに、耐震改修等に関する

意識の啓発を図ります。 

 

（３） 所有者等に対する適切かつ幅広い改修・補強方法の提示 

市は、県と連携し既存建築物の所有者等に対して、経済的で実現可能な改修・補強

方法や落下物・倒壊物対策の方法等、適切かつ幅広いメニューを提示できるよう、建

築関連団体や建築技術者等に対して要請します。 

 

４ パンフレットの作成・配布、講習会の開催等 

（１） パンフレットの作成・配布等 

市は、県と連携し既存建築物の所有者等に対し、耐震性向上に関する知識の普及、

啓発を図るためパンフレットを作成配布するものとします。 

また、無料耐震相談会、講習会の場等を活用して、広く市民等に耐震化の必要性に

ついて周知するとともに、住宅性能表示制度や長期優良住宅建築等計画認定制度及び

地震保険などについても情報提供していくものとします。 

パンフレットの主な内容は、以下のものとします。 

・耐震性向上に関する注意喚起 

・耐震改修の方法の紹介 

・自己診断の方法 

・金物等の補強方法 

・耐震診断、耐震改修等に関する補助金の紹介 
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・無料耐震相談会の案内 

 

（２） 耐震相談会の実施 

市は、住宅の耐震化促進の一環として、大地震の切迫性と耐震化の必要性について

市民の理解を深めるとともに、耐震診断及び耐震改修等を促すために、木造住宅無料

耐震相談会を実施するものとします。 

また、市は、木造住宅無料耐震相談会の他にも、重点区域などの優先的に耐震化す

べき区域等に対して、個別耐震相談等の実施に引き続き努めるものとします。 

 

（３） 建築物の耐震診断及び耐震改修講習会の実施 

市は、県が開催している建築関連技術者(建築士等)を対象とした耐震診断及び耐震

改修の技術の普及並びに技術者の養成を目的とする県の講習会の受講終了者名簿の公

表など、市民等に対して耐震診断及び耐震改修を行う技術者の情報提供を行うものと

します。 

（https://www.pref.chiba.lg.jp/kenchiku/taishinkaishuu/taishinkoushuukai.html） 
また、市は、「かまがやまなびぃ大学講師派遣事業」等を積極的に活用し、市民に対

して住宅等の耐震化に関する説明に努めるものとします。 

 

５ リフォームに合わせた耐震改修の誘導 

住宅等の耐震改修は、建築物構造部材の補強のために内装工事を伴うことが多く、リ

フォーム工事に合わせた耐震改修工事の実施は、所有者にとって経済的に有効な方法で

す。 

市は、県と連携しリフォーム工事に合わせた耐震改修の工事方法や新たな工法等を、

パンフレット等により情報提供するとともに、安心してリフォーム工事を実施できるよ

う関係団体と連携し、住宅等の耐震改修の促進を図るものとします。 

 

６ 家具の転倒防止策の推進 

震災時に家具等の転倒による人的被害

も多いことから、建築物の耐震化の推進と

ともに、家具等の転倒防止策の推進は重要

な課題です。 

市は、県と連携し家具等の転倒防止のた

めの対策事例、対策用品等の情報をパンフ

レットやホームページにより提供し、家具

等の転倒防止の推進を図るものとします。 

 

図-５ 家具転倒防止対策例
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７ 自主防災組織等との連携策・取り組み支援策 

耐震化の促進は、地域として耐震化の意識が高まることが重要です。また、災害時の

避難や消火活動は、地域に組織された自主防災組織（＊）により自助及び共助の観点から

行われることが最も有効であることから、自主防災組織、自治会等との連携のもと、住

宅・建築物の耐震化の促進を図るものとします。 

市は、地域ごとにおける木造戸建住宅等の無料耐震相談会の開催や、パンフレットの

配布等により、耐震化の促進を図るものとします。 
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第５ 所管行政庁との連携に関する事項 

 

１ 法による指導等の実施 

（１） 耐震診断義務付け対象建築物 

ア 耐震診断・報告の実効性確保 

県は耐震診断義務付け対象建築物の所有者に対して、耐震診断結果の報告義務が

ある旨の通知を行い、耐震診断の確実な実施を図ることとしています。また、期限

内に報告のない所有者については、督促し、それでも報告のない所有者については

相当の期限を定めて、耐震診断結果の報告を命じ、併せてその旨をホームページで

公表することとしています。 

 

イ 耐震改修に係る指導・助言、指示、公表 

県は、重点的に耐震化すべき建築物と位置付けた耐震診断義務付け対象建築物の

所有者に対して、早期に耐震化を図るよう、耐震改修に必要な指導及び助言を行う

こととしています。指導に従わない所有者に対しては必要な指示を行い、正当な理

由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨をホームページ等に公表するこ

ととしています。 

 

（２） 既存耐震不適格建築物 

ア 指導・助言 

法では、住宅をはじめとする耐震関係規定に適合しない全ての建築物の所有者は、

耐震診断を行い、必要に応じて耐震改修を行うよう努めることとなりました。市は、

耐震関係規定に適合しない建築物の所有者に対して、必要に応じて、指導・助言を

行うものとします。 

 

イ 指示・公表 

県は、法第１５条第２項に定める特定既存耐震不適格建築物の所有者に対して、

耐震診断及び耐震改修に必要な指導及び助言を行い、指導に従わない所有者に対し

ては必要な指示を行い、正当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その

旨を公表するものとしています。 

 

２ 建築基準法による勧告又は命令等の実施 

（１） 命令等の実施の方法、考え方 

県が建築基準法に基づく指導・助言、指示等を行ったにもかかわらず、建築物の所

有者が必要な対策を取らなかった場合において、損傷、腐食その他の劣化が進み、そ

のまま放置すれば著しく保安上危険となる恐れがあると県によって認められる建築物

については、建築基準法による勧告や命令を行うことに対して、市は県と連携を図り

協力していくものとします。  
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第６ その他耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

 

１ 関係団体との連携 

県、市及び建築関連団体が情報交換を密に行い、連携して耐震化の普及・促進に取り

組んでいくものとします。 

 

（１） 千葉県建築防災連絡協議会 

地震時の災害に備え、県及び市町村の緊密な連携のもとに、建築物に関する防災対

策、地震対策の総合的、計画的な推進を図るため設置されています。 

千葉県耐震改修促進計画の周知徹底及び計画推進のための連絡調整、市町村耐震改

修促進計画策定に関する連絡調整を行い、耐震化を推進していきます。 

 

（２） 千葉県特定行政庁連絡協議会 

県内の特定行政庁によって組織され、特定行政庁相互間における連絡調整と緊密化

を図り、もって建築行政の円滑な運営を図るために設置されています。 

県内所管行政庁における指導、助言、指示、公表及び特定行政庁における建築基準

法による勧告又は命令に関する意見交換や連絡調整に努め、既存建築物の耐震化を促

進していきます。 

 

（３） 千葉県内建築設計関連六団体連絡会議 

千葉県内にある建築関連団体((公社)千葉県建築士事務所協会、(一社)千葉県建築士

会、（公社）日本建築家協会関東甲信越支部千葉地域会、（一社）日本建築構造技術者

協会関東甲信越支部 JSCＡ千葉、（一社）千葉県設備設計事務所協会、（一社）日本建築

学会関東支部千葉支所)において組織されています。 

当会議を通じて、耐震化の実施に対する協力体制の整備等を依頼し、円滑に耐震化

が行われるようにします。 

 

（４） 千葉県耐震判定協議会 

学識経験者等により構成されており、耐震診断及び耐震改修計画の適確性を、審査・

判定している第三者機関です。 

その判定結果は、各所管行政庁の認定の判断等に用いられており、速やかな審査・

判定により、円滑な耐震診断及び耐震改修を行える環境を整えています。 

 

２ その他 

本計画を実施するに当たり、必要な事項は別途定めるものとします。 
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資料１ 

本計画の要緊急安全確認大規模建築物 

法附則第３条第１項による用途・規模の建築物 

 

１．小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若しくは 

特別支援学校 

２．体育館（一般公共の用に供されるもの） 

３．ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに 

類する運動施設 

４．病院、診療所 

５．劇場、鑑賞場、映画館、演芸場 

６．集会場、公会堂 

７．展示場 

８．百貨店、マーケットその他の物品販売業を含む店舗 

９．ホテル、旅館 

１０．老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホームその 

他これらに類するもの 

１１．老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福 

祉センターその他これらに類するもの 

１２．幼稚園、保育園 

１３．博物館、美術館、図書館 

１４．遊技場 

１５．公衆浴場 

１６．飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、 

ダンスホールその他これらに類するもの 

１７．理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類 

するサービス業を営む店舗 

１８．車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を 

構成する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供す 

るもの 

１９．自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は 

駐車のための施設 

２０．保健所、税務署その他これらに類する公益上必要 

な建築物 

２１．一定量以上の危険物の貯蔵場又は処理場の用途に 

供する建築物 

 

階数2以上かつ3000㎡以上 

階数1以上かつ5000㎡以上 

階数3以上かつ5000㎡以上 

階数2以上かつ5000㎡以上 

階数2以上かつ1500㎡以上 

階数3以上かつ5000㎡以上 

5000 ㎡以上、かつ、敷地境界

線から一定距離以内に存する

建築物 
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資料２ 

本 計 画 の 特 定 建 築 物 

法第１４条第１号及び同条第２号による用途・規模の建築物 

 

１．ボーリング場、スケート場等 

２．病院、診療所 

３．劇場、観覧場、映画館、演芸場 

４．集会場、公会堂 

５．展示場 

６．百貨店、その他物販店等 

７．ホテル、旅館 

８．博物館、美術館等 

９．遊技場 

１０．公衆浴場 

１１．飲食店、キャバレー等 

１２．理髪店、銀行等サービス業を営む店舗 

１３．停車場、空港ロビー 

１４．自動車車庫等 

１５．郵便局、保健所、税務署 

１６．学校（幼稚園、小学校等を除く） 

１７．事務所 

１８．卸売市場 

１９．賃貸住宅（共同住宅に限る）、寄宿舎、下宿 

２０．工場 

 

２１．老人福祉センター等 

２２．小学校等 

２３．老人ホーム、老人短期入所施設等 

 

 

２４．保育所、幼稚園 

 

 

２５．体育館 

 

２６．危険物貯蔵場、処理場 

対象規模 

階数3以上かつ1000㎡以上 

対象規模 

階数 2 以上かつ 1000 ㎡以上 

対象規模 

階数 2 以上かつ 500 ㎡以上 

対象規模 

階数 1 以上 1000 ㎡以上 
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資料３ 

本 計 画 の 重 点 区 域 
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用語集 

頁 用語 解説 

8 耐震診断義務付け対象建築物 本計画における耐震診断義務付け対象建築物と

は、要緊急安全確認大規模建築物（資料１参照）

と要安全確認計画記載建築物（鎌ケ谷市庁舎）の

ことです。 

8 要緊急安全確認大規模建築物 昭和５６年５月３１日以前の耐震基準で建築さ

れた建築物で、法附則第３条第１項による用途・

規模の建築物のことです。（資料１参照） 

8 要安全確認計画記載建築物 病院、官公署、災害応急対策に必要な施設などで、

耐震診断を行わせ、耐震改修を促進することが必

要な建築物として都道府県の耐震改修促進計画

に位置づけた建築物のことです。鎌ケ谷市内にお

いては市庁舎が該当しています。 

8 

10 

特定建築物 本計画における特定建築物とは、法第１４条第１

号に掲げる学校、劇場、観覧場、集会場、展示場、

百貨店、事務所、老人ホーム等の多数の者が利用

する建築物と同条第２号に掲げる危険物の貯蔵

場及び処理場の用途に供する建築物のことです。

（資料２参照） 

9 構造耐震指標値（ＩＳ値） 耐震診断によって得られる、建築物が保有する地

震に対する耐力を示す値です。ＩＳ値が 0.6 以上

の場合、要求される耐震性能を有し、ＩＳ値が

0.6 未満の場合、耐震性能が低く、補強の必要性

があると評価されます。 

10 

11 

13 

14 

緊急輸送道路 大規模な地震が起きた場合における避難、救助、

物資の供給、諸施設の復旧など広範な応急活動を

広域的に実施するために指定する道路のことで

す。 

10 耐震シェルター 地震による住宅の倒壊から身を守るための空間

を確保する装置です。 

11 建築基準法による定期報告 不特定多数の人が利用する特殊建築物はいった

ん火災などの災害が起きると大惨事になるおそ

れがあります。このような災害を未然に防止する

ため専門の技術者に定期的に調査・検査をさせ、

その結果を特定行政庁に報告するよう定めてい

ます。 
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用語集 

12 

13 

重点区域 本計画における重点区域とは、昭和５６年以前に

建築された木造建築物が密集している市街地で、

特に震災により大きな被害が想定される区域を

重点区域として設定しています。 

14 組積造の塀 れんが造、石造、コンクリートブロック造、補強

コンクリートブロック造等の塀のことです。 

19 

 

自主防災組織 災害対策基本法に規定された主に自治会、町内会

を単位とした地域住民が自主的な防災活動を行

う組織のことです。 
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